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改正育児・介護休業法・改正男女雇用機会均等法 

説明会を開催します！！ 

～マタハラ未然防止キャラバン～ 

◇平成 29 年 1 月 1 日までに就業規則の整備等が必要です◇ 

 
 仕事と家庭が両立できる社会の実現を目指し、妊娠・出産・育児期や家族の介護が必要

な時期に、男女ともに離職することなく働き続けることができるよう、雇用環境を整備す

るために、育児・介護休業法及び男女雇用機会均等法が改正されました。これにより、平

成 29 年 1 月 1 日までに、企業は就業規則の改正やいわゆるマタニティハラスメントなど

の防止措置に取り組む必要があります。 
山形労働局（局長 相浦亮司）では、このほど、事業主等を対象に同法の内容について

説明する「改正育児・介護休業法及び改正男女雇用機会均等法説明会」を下記の通り開催

します。この説明会は、全国の都道府県労働局において実施する「全国マタハラ未然防止

キャラバン」の一環として実施するものです。 
 

 開催日時・場所 
 日時 定員 会場 

庄

内 

平成 28 年 10 月３日（月） 

13:15～15:30 150 名 
いろり火の里    

なの花ホール 

三川町大字横山字堤 172-1 

TEL0235(66)4833 

山

形 

平成 28 年 10 月 7 日（金） 

13:15～15:30 380 名 山形ビッグウイング 
山形市平久保 100 

TEL023(635)3100 

置

賜 

平成 28 年 10 月 13 日（木） 

13:15～15:30 110 名 アクティー米沢 
米沢市西大通 1-5-5 

TEL0238(21)5655 

最

上 

平成 28 年 10 月 20 日（木） 

13:15～15:30 80 名 
最上広域交流センター

ゆめりあ 

新庄市多門町 1-2 

TEL0233(28)8888 

「ヤッピー」は山形労働局のイメージキャラクターです。 

 
担 
 
当 

山形労働局雇用環境・均等室 
室     長  青山 雄一 
室 長 補 佐  西長布紀子 
雇用環境改善・均等推進指導官  長島  純 
電話 ０２３－６２４－８２２８ 

 

山 形 労 働 局 発 表 

平成２８年９月２０日（火） 

山形労働局   ―ＹＡＭＡＧＡＴＡ ＬＡＢＯＵＲ BＵＲＥＡＵ― 

http://www.mhlw.go.jp/


＜添付資料＞ 
 ・改正育児・介護休業法及び改正男女雇用機会均等法説明会 （チラシ）表面 
 ・都道府県労働局では、雇用環境・均等部（室）にハラスメント対応相談窓口を開設し 

ます！（チラシ）裏面 
 ・育児・介護休業法が改正されます！（リーフレット） 
＜参考資料＞ 
 ・平成 27 年度山形労働局雇用均等室での育児・介護休業法施行状況について 
 ・平成 27 年度山形労働局雇用均等室での男女雇用機会均等法施行状況について 

   

 

 
 

 



 

参加料は無料です 

改正育児･介護休業法及び改正男女雇用機会均等法説明会 

～マタハラ未然防止対策キャラバン～ 

 

 

仕事と家庭が両立できる社会の実現を目指し、妊娠・出産・育児期や家族の介護が必要な時期

に、男女ともに離職することなく働き続けることができるよう、雇用環境を整備するため、育児・

介護休業法及び男女雇用機会均等法が改正され、平成２９年１月１日から施行されます。山形労

働局では、改正法についての説明会を下記のとおり開催いたします。ぜひご参加ください。 

  

 

○開催日時・場所 

 日時 定員 会場 

庄

内 

平成 28 年 10 月３日（月） 

13:15～1５:３0 
150 名 

いろり火の里    

なの花ホール 

三川町大字横山字堤 172-1 

TEL0235(66)4833 

山

形 

平成 28 年 10 月 7 日（金） 

13:15～1５:３0 
380 名 山形ビッグウイング 

山形市平久保 100 

TEL023(635)3100 

置

賜 

平成 28 年 10 月 13 日（木） 

13:15～1５:３0 
110 名 アクティー米沢 

米沢市西大通 1-5-5 

TEL0238(21)5655 

最

上 

平成 28 年 10 月 20 日（木） 

13:15～1５:３0 
80 名 

最上広域交流センター

ゆめりあ 

新庄市多門町 1-2 

TEL0233(28)8888 

※終了後、個別相談コーナーを設け、個別相談を受け付けます。 

 

○内容 

・改正育児・介護休業法の概要について 

・改正育児・介護休業法に基づく就業規則等への規定整備について 

・妊娠・出産・育児休業・介護休業等に関するハラスメント防止対策について 

 

○対象者 

事業主、企業の人事労務担当者等 

 

○申し込み先・問い合わせ先 

 山形労働局雇用環境・均等室まで、下記申込書によりお申込みください。 

  山形市香澄町３－２－１ 山交ビル 3 階 

  TEL 023(624)8228  FAX 023(624)8246 

 

改正育児･介護休業法及び改正男女雇用機会均等法説明会参加申込書 

 
・申込締め切り  9 月 30 日必着 
※ご記入いただいた申込書は、上記目的以外に使用することはありません。 
※申込は、定員になり次第、締め切らせていただきます。 
 

会　場

事業所名
連絡先
（電話）

所属・役職 氏名

所属・役職 氏名
出席者

庄内（10／3）・山形（10／7）・置賜（10／13）･最上（10／20）　〈参加会場を○で囲んでください〉

山形労働局雇用環境・均等室行き ＦＡＸ０２３－６２４－８２４６ 



都道府県労働局では、雇用環境・均等部（室）に 

ハラスメント対応特別相談窓口を開設します！ 
 期間：平成28年９月１日（木）～平成28年12月28日（水） 

 

上司・同僚からの妊娠・出産・育児休業・介護休業等に関する 
ハラスメントの防止措置について 

 

 近年、上司・同僚からの妊娠・出産・育児休業・介護休業等に関するハラスメントが問題となっています。 
   
 このため、平成29年1月1日から、上司・同僚からの妊娠・出産・育児休業・介護休業等に関するハラスメント
を防止する措置が事業主に義務付けられます。詳細については、厚生労働省ホームページをご覧ください。 
 

 
 
 
 

厚生労働省ホームページ ＞ 政策について ＞ 分野別の政策一覧 ＞ 雇用・労働 ＞ 雇用均等 ＞ 雇用における
男女の均等な機会と待遇の確保のために 
http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyoukintou/danjokintou/index.html 

妊娠・出産・育児休業・介護
休業等に関するハラスメント
の防止措置は、会社としてな
にをすればよいのだろう。 
 
 
 

働く人も、企業の担当者も、ご相談ください！ 

上司に妊娠を報告したら
「他の人を雇うので早めに
辞めてもらうしかない」と 
言われた。 

妊娠・出産・育児休業等に
関するハラスメントの相談
を受けたが、会社として 
どうすればよいのだろう。 
 
 
 

育児短時間勤務をしていた
ら同僚から 
「あなたが早く帰るせいで、
まわりは迷惑している。」
と何度も言われ、精神的に非
常に苦痛を感じている。 

たとえば・・・ 働く人 企業の担当者 

山形労働局 ハラスメント対応特別相談窓口 

受付時間 ８時30分～17時15分（閉庁時刻） 
     ※時間をかけて、丁寧にご相談に対応しています。 
        できるだけお早めにお電話またはご来庁ください。 
        
電話番号 ０２３（６２４）８２２８  
 

住  所 〒９９０－８５６７ 
     山形市香澄町３－２－１ 山交ビル３階（雇用環境・均等室） 

http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyoukintou/danjokintou/index.html










 平成２７年度山形労働局雇用均等室での育児・介護休業法施行状況 

 

１ 相談の状況 

 

 

 

 

 
 

 

図１ 相談件数の推移 

 
 

 
 

 

 

 

図２ 相談内容 

  
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

子の看護休暇
40件 (10.5％)

不利益取扱
34件 (8.9％)

所定外労働の制限
25件 (6.6％)

育児休業

105件
(27.6％)

その他

51件
(13.4％)

休業期間等の通知
4件 (1.0％)

労働者の配置に関する配慮

3件 (0.8％)

所定労働時間の
短縮措置等(24条)

4件 (1.0％)

所定労働時間の

短縮措置等(23条)
64件 (16.8％)

時間外労働の制限
22件 (5.8％)

深夜業の制限
29件 (7.6％)

［育児関係］

519 

440 

 

◆平成２７年度の相談件数は、４９２件で、前年度（５１９件）より減少した。 
◆相談者の内訳を見ると、労働者からの相談は１１１件（２２．６％）、事業主からの相談が 
 ２４０件（４８．８％）、その他が１４１件（２８．７％）であった。 
◆労働者からの相談は前年度より増加し、事業主からの相談は減少した。 
◆労働者からの育児関係の相談が増加している。 

◆相談内容別にみると、育児関係では「育児休業」が１０５件で最も多く、次いで「所定労働

時間の短縮措置等」６４件であった。 
◆介護関係では、「介護休業」が３２件、「介護休暇」２４件、「所定労働時間の短縮措置等」

１５件の順であった。 

492 

 

介護休業

32件
(28.8％)

その他

14件
(12.6％)

労働者の配置等

に関する配慮
0件 (0.0％)

所定労働時間の

短縮等(24条)
1件 (0.9％)

所定労働時間の

短縮措置等(23条)
15件 (13.5％)

深夜業の制限
11件 (9.9％)

時間外労働の制限
12件 (10.8％)

不利益取扱い

0件 (0.0％)

介護休暇

24件
(21.6％)

休業期間等の通知
2件 (1.8％)

［介護関係］



表１ 相談内容の内訳の推移                                        （件） 

相談内容 

２５年度 ２６年度 ２７年度 

 
うち 

労働者 
 

うち 

労働者 
 

うち 

労働者 

育

児

関

係 

育児休業 73 24.5% 18 96 25.5% 25 105 27.6% 31 

子の看護休暇 29 9.7% 8 42 11.2% 2 40 10.5% 11 

不利益取扱い 19 6.4% 13 16 4.3% 9 34 8.9% 17 

所定外労働の制限 23 7.7% 5 28 7.4% 3 25 6.6% 6 

時間外労働の制限 18 6.0% 2 26 6.9% 2 22 5.8% 4 

深夜業の制限 20 6.7% 3 27 7.2% 4 29 7.6% 6 

所定労働時間の短縮措置等 

（第 23 条第１項、第２３条第２項関係） 
64 21.5% 16 61 16.2% 15 64 16.8% 15 

所定労働時間の短縮措置等 

（第 24 条第１項） 
3 1.0% 1 18 4.8% 3 4 1.0% 0 

労働者の配置に関する配慮 0 0 0 2 0.1% 1 3 0.8% 1 

休業期間等の通知 9 3.0% 0 6 1.6% 0 4 1.0% 0 

その他 40 13.4% 11 54 14.4% 9 51 13.4% 16 

小計 298 100.0% 77 376 100.0% 73 381 100.0% 107 

介

護

関

係 

介護休業 41 28.9% 3 36 25.4% 3 32 28.8% 2 

介護休暇 24 16.9% 0 28 19.7% 1 24 21.6% 1 

不利益取扱い 1 0.7% 1 1 0.7% 0 0 0 0 

時間外労働の制限 15 10.6% 0 17 12.0% 0 12 10.8% 0 

深夜業の制限 16 11.3% 0 17 12.0% 0 11 9.9% 0 

所定労働時間の短縮措置等 

（第２３条第３項関係） 
22 15.5% 0 22 15.5% 1 15 13.5% 0 

所定労働時間の短縮措置等 

（第２４条第２項関係） 
0 0 0 1 0.7% 0 1 0.9% 0 

労働者の配置に関する配慮 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

休業期間等の通知 8 5.6% 0 3 2.1% 0 2 1.8% 0 

その他 15 10.6% 0 17 12.0% 1 14 12.6% 1 

小計 142 100.0% 4 142 100.0% 6 111 100.0% 4 

職業家庭両立推進者 0  0 1  0 0  0 

合計 440  81 519  79 492  111 

          



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表２ 労働者からの相談のうち、個別の権利の侵害等に関する相談内容                 （件）            

相談内容 ２５年度 ２６年度 ２７年度 

育

児

関

係 

育児休業 17 （70.8％） 27 （55.1％） 34 （51.5％） 

子の看護休暇 1  （4.2％） 0 6  （9.0％） 

所定外労働の制限 1  （4.2％） 1  （2.0％） 1  （1.5％） 

時間外労働の制限 0 0 1  （1.5％） 

深夜業の制限 0 2  （4.1％） 2  （3.0％） 

所定労働時間の短縮等（第２３条第１項、第２３条第２項関係） 5 （20.8％） 12 （24.5％） 11 （16.7％） 

所定労働時間の短縮措置等（第２４条第１項関係） 0 1  （2.0％） 0 

労働者の配置に関する配慮 0 1  （2.0％） 1  （1.5％） 

その他 0 5 （10.2％） 10 （15.2％） 

小計 24 （100.0％） 49 （100.0％） 66 （100.0％） 

介

護

関

係 

介護休業 3 （100.0％） 2 （66.7％） 2 （66.7％） 

介護休暇 0 1 （33.3％） 0 

時間外労働の制限 0 0 0 

深夜業の制限 0 ０ ０ 

所定労働時間の短縮措置等（第２３条第３項関係） 0 0 0 

所定労働時間の短縮措置等（第２４条第２項関係） 0 0 0 

労働者の配置に関する配慮 0 0 0 

その他 0  0  1 （33.3％） 

小計 3 （100.0％） 3 （100.0％） 3 （100.0％） 

合 計 27 52 69 

 

 

◆労働者からの相談１１１件のうち、「育児休業が取れない」など個別の労働者の権利の侵害等

に関する相談は６９件となっており、増加している。 
◆労働者からの相談のうち、個別の権利の侵害等に関する相談の内容を見ると、「育児休業」が 

３４件と最も多く、次いで「所定労働時間の短縮措置等」１１件であった。 
◆労働者からの相談事例 

・契約社員で働いており、妊娠中。出産後は、産休、育児休業を取得したいが、取得できるのか。 
・保育所に入所できないため、育児休業の延長を申し出たが、会社から、延長は認められないの

で退職するようにと言われた。 
・育児休業を取得したところ、休業前は責任者であったのに、休業後は、配置換えとなり責任者

ではなくなると言われた。 
・育児短時間勤務を取得したいと会社に話をしたところ、パートになるしかないと言われた。 
・子どもが病気で入院することとなったが、子どものために介護休業の取得ができるのか。 
 
 



２ 行政指導の状況 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

表３ 行政指導件数の推移                                    （件） 

指導内容 ２５年度 ２６年度 ２７年度 

育

児

関

係 

育児休業 116 （17.6％） 93 （17.1％） 60 （18.0％） 

子の看護休暇  90 （13.6％）  54  （9.9％）  44 （13.2％） 

不利益取扱い 0  0  0  

所定外労働の制限 29  （4.4％） 29  （5.3％） 19  （5.7％） 

時間外労働の制限 86 （13.0％） 79 （14.5％） 46 （13.8％） 

深夜業の制限 17  （2.6％） 12  （2.2％） 13  （3.9％） 

所定労働時間の短縮措置等（第２３条第１項、第２３条第２項関係） 143 （21.7％） 108 （19.9％） 66 （19.8％） 

所定労働時間の短縮措置等（第２４条第１項関係） 179 （27.1％） 168 （30.9％） 85 （25.5％） 

労働者の配置に関する配慮  0  0  0 

小計 660 （100.0％） 543 （100.0％） 333 （100.0％） 

介

護

関

係 

介護休業 45 （20.6％） 49 （23.8％） 29 （23.2％） 

介護休暇 26 （11.9％） 17  （8.3％） 12  （9.6％） 

不利益取扱い 0 0 0 

時間外労働の制限 23 （10.6％） 27 （13.1％） 14 （11.2％） 

深夜業の制限 17  （7.8％） 12  （5.8％） 12  （9.6％） 

所定労働時間の短縮措置等（第２３条第３項関係） 107 （49.1％） 101 （49.0％） 58 （46.4％） 

所定労働時間の短縮措置等（第２４条第２項関係） 0 0 0 

労働者の配置に関する配慮 0 0 0 

小計 218 （100.0％） 206 （100.0％） 125 （100.0％） 

職業家庭両立推進者 97 98 60 

合 計 975  847  518  

 

 

 

◆２１４事業所を対象に雇用管理の実態把握を行い、これらのうち何らかの育児・介護休業法違

反が確認された２１３事業所（９９．５％）に対し、５１８件の行政指導を行った。 
◆実施した行政指導のうち、9 割以上が年度内に是正された。 
◆指導内容としては、育児関係では、「所定労働時間の短縮措置等（第 23 条）」が６６件、「育児

休業」が６０件、「時間外労働の制限」が４６件、介護関係では、「所定労働時間の短縮措置等

（第 23 条）」が５８件、「介護休業」が２９件、「時間外労働の制限」が１４件であった。 
◆「配偶者が専業主婦（夫）の場合、育児休業は取得できない」といった育児休業制度の取得対

象者などの規定に誤りがあった際に、法律上の対象者が取得できるよう行政指導を行った。 
 



３  紛争解決援助の状況 

  
 

表 ４  労 働 局 長 に よ る 紛 争 解 決 援 助 の 援 助 申 立 受 理 件 数 の 推 移                

（件） 

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 

１ ０ ０ 

 
 
 

表４ 労働局長による紛争解決援助の援助申立受理件数の推移                                    

 

 （育児休業に係る不利益取扱い事案） 

（件）

平成25年度 平成26年度 平成27年度

0 0 1

◆育児・介護休業法では、育児休業の取得や取得による不利益取扱い等に関する労使間の紛争

が生じた場合、その紛争の解決のための助言を行うことにより早期解決を目指す「労働局長

による紛争解決の援助」と、第三者機関である両立支援調停会議により調停案を示し紛争解

決を援助する「調停制度」を設けている。 
◆労働局長による紛争解決の援助の申立は平成２７年度は 1 件であった。 
◆申立を受理した事案は、育児休業に係る理由とした不利益取扱いに関する事案であった。 
◆両立支援調停会議による調停の申請は無かった。 
 



平成 27 年度山形労働局雇用均等室での男女雇用機会均等法の施行状況 

１ 相談の状況 

 

○平成２７年度の相談件数は２５１件と、前年度（２８５件）より１１．９％減少した。 

○相談者の内訳をみると、労働者からの相談は１７３件（女性労働者１６７件、男性労

働者６件）（６８．９％）と前年度（１４７件）より１７．７％増加し、全体の７割

近くを占めている。事業主からは３２件（１２．７％）、その他で４６件（１８．３％）

の相談が寄せられた。 

 

図１ 相談件数の推移 

 

 

○相談内容別にみると、「セクシュアルハラスメント」が１４３件（５７．０％）と過

半数を占めて最も多く、次いで、「妊娠等不利益取扱い等」が４７件（１８．７％）、

「母性健康管理」が２７件（１０．８％）であった。 

○そのうち労働者からの相談内容をみると、「セクシュアルハラスメント」が１１７件

（６７．６％）、「妊娠等不利益取扱い等」３１件（１７．９％）で労働者からの相談

の８割以上を占めている。 

 

図２ 相談内容             図３ うち労働者の相談内容 
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【労働者からの相談事例】 

 

◆セクシュアルハラスメントに関する相談事例 

・上司からセクハラを受け、会社に相談したがセクハラがおさまらない。 

・職場の忘年会でセクハラを受けたが、周りの社員も同調する状況であった。このよ

うな会社では今後働き続けられない。 

・職場でのセクハラとその後の会社の対応で退職せざるを得ない状況となった。 

・上司から何度もセクハラを受けている。社内のセクハラ相談窓口は認識しているが、 

口が軽い者が担当となっており心配で相談できない。 

・職場でセクハラを行った行為者に対し、妥当な処分をしてほしい。 

 

◆妊娠等を理由とした不利益取扱いに関する相談事例 

・有期契約で更新してきたが、会社に妊娠を伝えたところ、期間契約満了の取扱いと

なった。これはマタハラではないのか。 

・切迫流産で休業し、復職しようとしたところ、会社から「退職してパートになった

らどうか」「これ以上休んだり早退するのであれば、一度退職して落ち着いてから復職

したらどうか」と言われた。パートになるか退職しなければならないものか。 

・会社に産前産後休業、育児休業を取りたいと話したところ、「年度末で退職するかパ

ートになってほしい」と言われたがどうすればよいか。 

・妊娠後、夜勤を免除してほしいと会社に申し出たが、日勤のみの勤務となるのであ

ればパートになるよう言われた。 

 

 

２ 行政指導の状況 

 

○１４２事業所を対象に報告徴収を実施し、このうち何らかの均等法の違反があった、

１００事業所（７０．４％）に対し、２３２件の行政指導を行った。 

○実施した行政指導のうち、９９．１％が年度内に是正された。 

○行政指導と併せて、男女労働者間に生じている格差を解消するための積極的な取組

（ポジティブ・アクション）についても、その必要性や具体的な方策について説明の

上、取組を促した。 

 

 

３ 紛争解決援助の状況 

 

○男女雇用機会均等法では、性別による差別的取扱いや妊娠等を理由とする不利益取扱

い、セクシュアルハラスメント等に関する労使間の紛争が生じた場合、その紛争の解

決のための助言を行うことにより早期解決を目指す「労働局長による紛争解決の援助」

と、第三者機関である機会均等調停会議により調停案を示し紛争解決を援助する「調

停制度」を設けている。 

○労働局長による紛争解決の援助の申立件数は、平成２７年度は４件、そのうちセクシ

ュアルハラスメントに関する事案が２件、妊娠等不利益取扱いに関する事案が２件で

あった。 

○機会均等調停会議による調停の申請はなかった。 

 

 



【紛争解決援助事例】 

 

セクシュアルハラスメントがおさまらない中での勤務を余儀なくされたとして申立の

あった事例 

 

◆女性労働者からの申立内容 

 ・職場でのセクシュアルハラスメント対策が不十分でセクシュアルハラスメントがお

さまらない中、勤務せざるを得なかったことに対し、慰謝料や職場の環境整備等を求

めたい。 

◆事業主からの事情聴取 

 ・事業主として当時できることは実施したつもりであったが、結果的に不十分な点は

あった。 

◆労働局長による援助 

 ・当時職場でのセクシュアルハラスメント対策が不十分である中、セクシュアルハラ

スメントが発生、紛争となったことを踏まえ、申立に対する対応を検討するよう助言。 

◆結果 

 ・事業主が今回のセクシュアルハラスメントに係る謝罪と今後の職場環境改善を明記

した書面発出及び解決金の支払いを行うことで両者合意し、解決。 
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